


























































































































 

 ※５ 受取補償金の内容は次のとおりであります。

前連結会計年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

受取補償金                 －百万円 1,055百万円

 当連結会計年度の「受取補償金」は、関係会社の清算に伴い発生すると見込まれる費用負担に係る補償金であります。

 

 ※６ 権益譲渡益の内容は次のとおりであります。

前連結会計年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

権益譲渡益                 －百万円 792百万円

 当連結会計年度の「権益譲渡益」は、当社の一部事業に係る権益を売却したことによるものであります。

 

 ※７ 事業構造改善引当金戻入額の内容は次のとおりであります。

前連結会計年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

事業構造改善引当金戻入額          －百万円 430百万円

 当連結会計年度の「事業構造改善引当金戻入額」は、不採算事業の構造改革に伴う損失見込額の見直しによるものであ

ります。

 

 ※８ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

前連結会計年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

固定資産売却益               361百万円 355百万円

 前連結会計年度の「固定資産売却益」は、船舶の売却によるものであります。

 当連結会計年度の「固定資産売却益」は、船舶の売却によるものであります。

 

※９ 受取保険金の内容は次のとおりであります。

前連結会計年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

受取保険金                 238百万円 －百万円

 前連結会計年度の「受取保険金」は、製造設備の火災事故に係るものであります。

 

※10 固定資産圧縮損の内容は次のとおりであります。

前連結会計年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

固定資産圧縮損                －百万円 1,608百万円

 当連結会計年度の「固定資産圧縮損」は、上記※４に記載しております補助金収入に伴い、固定資産の取得価額から

直接減額したものであります。
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※11 減損損失の内容は次のとおりであります。 

前連結会計年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

減損損失                11,648百万円 1,123百万円

 前連結会計年度にて計上した重要な減損損失は以下のとおりであります。

 

重要な減損損失

場所 用途 種類 減損損失

中華人民共和国上海市 合成樹脂製造設備 機械装置 他 11,636百万円

 

  当社及び連結子会社は、原則として事業用資産については継続的に損益を把握している管理会計上の区分を基礎とし

てグルーピングを行っており、遊休資産については個別資産ごとに把握しております。

  連結子会社である三菱瓦斯化学工程塑料（上海）有限公司が保有する合成樹脂製造設備について、事業環境悪化など

に伴う収益性の低下により、帳簿価額を回収可能価額まで減額しております。減損損失の主な内訳は、建物及び構築

物2,590百万円、機械装置及び運搬具8,731百万円、その他314百万円となっております。

  なお、回収可能価額は主として使用価値により測定し、使用価値測定に用いた将来キャッシュ・フローは12.5％で割

り引いております。

  また、上記以外の減損損失は、重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

当連結会計年度にて計上した重要な減損損失は以下のとおりであります。

 

重要な減損損失

場所 用途 種類 減損損失

愛知県豊田市 電子材料製造設備 機械装置 他 519百万円

 

 当社及び連結子会社は、原則として事業用資産については継続的に損益を把握している管理会計上の区分を基礎として

グルーピングを行っており、遊休資産については個別資産ごとに把握しております。

 連結子会社が保有する電子材料製造設備について、収益性の低下により帳簿価額を回収可能価額まで減額しておりま

す。減損損失の主な内訳は、建物及び構築物231百万円、機械装置及び運搬具287百万円となっております。

 なお、回収可能価額は正味売却価額により測定しております。

 また、上記以外の減損損失は、重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

※12 事業構造改善費用の内容は次のとおりであります。

前連結会計年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

事業構造改善費用             1,526百万円 1,003百万円

 前連結会計年度の「事業構造改善費用」は、当社グループで進めている芳香族化学品事業、天然ガス系化学品事業の

不採算事業の構造改革に伴うもののほか、連結子会社における工場移転・縮小に係るものであります。

 事業構造改善費用の内訳は、減損損失1,139百万円、事業構造改善引当金繰入額188百万円、固定資産処分損149百万

円、その他49百万円であります。

 

事業構造改善費用に含めた重要な減損損失

場所 用途 種類 減損損失

岡山県倉敷市 芳香族化学品製造設備 機械装置 他 805百万円

－ 船舶 運搬具 他 334百万円
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当社は、原則として事業用資産については継続的に損益の把握を実施している管理会計上の区分を基礎としてグル

ーピングを行っており、遊休資産については個別資産ごとに把握しております。

  芳香族化学品製造設備については、生産停止の意思決定により、帳簿価格を回収可能額まで減額し、船舶は収益性の

低下により帳簿価格を回収可能額まで減額し、当該減少額を事業構造改善費用に含めて特別損失に計上しました。

  回収可能価額は主として使用価値により測定し、船舶の使用価値測定に用いた将来キャッシュ・フローは3.0％で割

り引いており、芳香族化学品製造設備の使用価値測定に用いた将来キャッシュ・フローはゼロとしております。

 

 当連結会計年度の「事業構造改善費用」は、当社グループで進めている芳香族化学品事業、天然ガス系化学品事業の

不採算事業の構造改革に伴う費用であります。

 事業構造改善費用の内訳は、事業構造改善引当金繰入額446百万円、減損損失414百万円、その他の損失141百万円であ

ります。

 事業構造改善費用に含めた重要な減損損失

場所 用途 種類 減損損失

新潟県新潟市 天然ガス系化学品製造設備 機械装置 他 402百万円

当社及び連結子会社は、原則として事業用資産については継続的に損益の把握を実施している管理会計上の区分を

基礎としてグルーピングを行っており、遊休資産については個別資産ごとに把握しております。

天然ガス系化学品製造設備の一部について、設備停止の意思決定により、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当

該減少額を事業構造改善費用に含めて特別損失に計上しております。減損損失の主な内訳は、機械装置及び運搬具374

百万円、その他28百万円となっております。

なお、回収可能価額は使用価値により測定しており、使用価値測定に用いた将来キャッシュ・フローは、残存使用

期間が概ね１年であり、回収可能価額を算定する上で重要性がないため、割引計算は行っておりません。

また、上記以外の減損損失は、重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

 ※13 固定資産処分損の内容は次のとおりであります。 

前連結会計年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

固定資産処分損               －百万円 385百万円

  当連結会計年度の「固定資産処分損」は、製造設備の処分によるものであります。

 

※14 契約解除損失の内容は次のとおりであります。

前連結会計年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

契約解除損失                 －百万円 374百万円

  当連結会計年度の「契約解除損失」は、仕入製品の購入に係る契約解除に係るものであります。

 

※15 環境対策引当金繰入額は次のとおりであります。

前連結会計年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

環境対策引当金繰入額            －百万円 247百万円

 当連結会計年度の「環境対策引当金繰入額」は、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の処理費用及び運搬費用等に係るもので

あります。
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※16 たな卸資産廃棄損は次のとおりであります。

前連結会計年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

たな卸資産廃棄損              －百万円 144百万円

 当連結会計年度の「たな卸資産廃棄損」は、損害賠償の基因となったたな卸資産の損害に係るものであります。

 

※17 環境改善対策費用は次のとおりであります。

前連結会計年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

環境改善対策費用             448百万円 －百万円

 前連結会計年度の「環境改善対策費用」は、主として事業所用地の環境対策に係るものであります。

 

※18 製品補償損失は次のとおりであります。

前連結会計年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

製品補償損失               339百万円 －百万円

 前連結会計年度の「製品補償損失」は、製品不具合に対する顧客への補償に係るものであります。

 

※19 火災事故に係る損失は次のとおりであります。

前連結会計年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

火災事故に係る損失            119百万円 －百万円

 前連結会計年度の「火災事故に係る損失」は、製造設備の火災事故に係るものであります。
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（連結包括利益計算書関係）

※ その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

その他有価証券評価差額金：    

当期発生額 4,471百万円 15,384百万円

組替調整額 △35 △3,167

税効果調整前 4,435 12,217

税効果額 △1,715 △2,914

その他有価証券評価差額金 2,720 9,302

     

為替換算調整勘定：    

当期発生額 5,504 4,426

 

退職給付に係る調整額：

   

当期発生額 － 3,782

組替調整額 － 365

税効果調整前 － 4,148

税効果額 － △82

退職給付に係る調整額 － 4,066

 

持分法適用会社に対する持分相当額：

   

当期発生額 14,565 10,730

組替調整額 － △1,582

持分法適用会社に対する持分相当額 14,565 9,147

     

その他の包括利益合計 22,790 26,943
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自平成25年４月１日 至平成26年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式        

普通株式 483,478,398 － － 483,478,398

合計 483,478,398 － － 483,478,398

自己株式        

普通株式  （注）１,２ 31,769,134 31,507 261 31,800,380

合計 31,769,134 31,507 261 31,800,380

(注）１．普通株式の自己株式の増加31,507株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

   ２．普通株式の自己株式の減少261株は、単元未満株式の株主からの買増請求による減少であります。

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成25年５月24日 

取締役会
普通株式 2,710 6 平成25年３月31日 平成25年６月６日

平成25年11月１日 

取締役会
普通株式 2,710 6 平成25年９月30日 平成25年12月５日

 
(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成26年５月26日 

取締役会
普通株式 2,710 利益剰余金 6 平成26年３月31日 平成26年６月６日
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当連結会計年度（自平成26年４月１日 至平成27年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式        

普通株式 483,478,398 － － 483,478,398

合計 483,478,398 － － 483,478,398

自己株式        

普通株式  （注）１,２ 31,800,380 20,392 1,595 31,819,177

合計 31,800,380 20,392 1,595 31,819,177

(注）１．普通株式の自己株式の増加20,392株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

   ２．普通株式の自己株式の減少1,595株は、単元未満株式の株主からの買増請求による減少であります。

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成26年５月26日 

取締役会
普通株式 2,710 6 平成26年３月31日 平成26年６月６日

平成26年11月５日 

取締役会
普通株式 3,161 7 平成26年９月30日 平成26年12月５日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成27年５月26日 

取締役会
普通株式 3,161 利益剰余金 7 平成27年３月31日 平成27年６月８日

 

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
 
 

前連結会計年度
（自  平成25年４月１日
至  平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自  平成26年４月１日
至  平成27年３月31日）

現金及び預金勘定 38,772百万円 62,327百万円

預入期間が３ヵ月を超える定期預金等 △3,592  △7,786 

有価証券中の取得日から３ヵ月以内に償還期

限の到来する短期投資（譲渡性預金他）
2,130  18,137 

現金及び現金同等物 37,310  72,678 

 
※２ 株式の取得により連結子会社となった会社の資産及び負債の主な内訳

 

 当連結会計年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

  ㈱ＪＳＰ他35社

流動資産 64,106百万円

固定資産 49,630百万円 

資産合計 113,736百万円 

流動負債 33,401百万円

固定負債 14,669百万円 

負債合計 48,070百万円
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（リース取引関係）

 (借主側)

１．ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①リース資産の内容

(ア）有形固定資産

  主として製品輸送に係る船舶であります。

(イ）無形固定資産

  ソフトウエアであります。

②リース資産の減価償却の方法

 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計処理基準に関する事項 （2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法」に記載のとおりであります。

 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は次のとおりであります。

 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

（単位：百万円）
 

  前連結会計年度（平成26年３月31日）

  取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

機械装置 1,028 753 274

その他 48 43 4

合計 1,076 797 278

 

（単位：百万円）
 

  当連結会計年度（平成27年３月31日）

  取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

機械装置 789 601 188

その他 45 45 -

合計 835 646 188

（注）一部の連結子会社を除き、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。

 

(2）未経過リース料期末残高相当額等

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）

当連結会計年度

（平成27年３月31日）

未経過リース料期末残高相当額    

 １年内 90 80

 １年超 188 107

  合計 278 188

（注）一部の連結子会社を除き、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末

残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。
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(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額及び支払利息相当額

（単位：百万円）
 

 

前連結会計年度

（自 平成25年４月１日

至 平成26年３月31日）

当連結会計年度

（自 平成26年４月１日

至 平成27年３月31日）

支払リース料 96 90

リース資産減損勘定の取崩額 69 －

減価償却費相当額 96 90

支払利息相当額 0 －

 

(4）減価償却費相当額の算定方法

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

 

(5）利息相当額の算定方法

 一部の連結子会社については、リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を利息相当額とし、各期への配

分方法については、利息法によっております。

 

２．オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）

当連結会計年度

（平成27年３月31日）

１年内 1,063 1,355

１年超 3,209 2,985

合計 4,272 4,340
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

 

(１)金融商品に対する取組方針

 当社グループは、主に将来の資金繰り計画に照らして、必要な資金を調達(主に銀行借入や社債発行)しております。一

時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金は主に銀行借入により調達しております。デリバ

ティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

 

(２)金融商品の内容及びそのリスク

 営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。営業債務である支払手形及び買掛金

は、１年以内の支払期日であります。営業債権債務の一部は、外貨建てであり、為替の変動リスクに晒されていますが、

原則としてネットしたポジションについて先物為替予約を利用してヘッジしております。

 有価証券及び投資有価証券は、主に満期保有目的の債券及び業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動

リスクに晒されております。

 借入金、社債及びファイナンス・リース取引に係るリース債務(返済予定は注４参照)は、主に設備資金及び運転資金に

必要な資金の調達を目的としたものであります。このうち一部は、変動金利であるため金利の変動リスクに晒されていま

すが、デリバティブ取引(金利スワップ取引)を利用してヘッジしております。

 デリバティブ取引は、外貨建ての債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした先物為替予約取

引、借入金に係る支払金利や為替レートの変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした金利スワップ取引、通貨スワップ

取引等であります。

 なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針については、前述の連結財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項「4.会計処理基準に関する事項(6)「重要なヘッジ会計の方法」」をご覧下さい。

 

(３)金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

 当社及び連結子会社は、売上債権管理規程等に従い、営業債権について、各事業部門における営業管理部が主要な取引

先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収

懸念の早期把握や軽減を図っております。満期保有目的の債券は、余剰資金運用規則に従い、随時現金化可能な債券で運

用しております。

 当連結会計年度の連結決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクにさらされる金融資産の貸借対照表価額に

より表わされております。

②市場リスク(為替や金利等の変動リスク)の管理

 当社及び一部の連結子会社が市場リスク等のある取引を行う場合は、財務規程やデリバティブ管理規則等に基づき、財

務担当部門が担当役員等の決裁権限者の承認を得て行っております。

 外貨建ての営業債権債務及び余剰資金について、通貨別月別に把握された為替の変動リスクに対して、原則として先物

為替予約を利用してヘッジしております。また、借入金に係る支払金利や為替レートの変動リスクを抑制するために、金

利スワップ取引、通貨スワップ取引などを利用しております。

 有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体(取引先企業)の財務状況等を把握し、また、満期保有目

的の債券以外のものについては、保有状況を継続的に見直しております。

③資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理

 当社及び連結子会社は、財務担当部門が必要に応じ、資金繰り計画を作成・更新するとともに、手許流動性を一定水

準に維持することなどにより、流動性リスクを管理しております。

 

(４)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれてお

ります。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価

額が変動することもあります。また、「2.金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する契約額

等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。
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２．金融商品の時価等に関する事項

 

 連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極め

て困難と認められるものは、次表には含まれておりません((注)２を参照ください)。

 

 前連結会計年度(平成26年３月31日)

 
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価

(百万円)
差額

(百万円)

(１)現金及び預金 38,772 38,772 －

(２)受取手形及び売掛金 127,817 127,817 －

(３)有価証券及び投資有価証券 74,506 81,843 7,336

資産計 241,096 248,433 7,336

(１)支払手形及び買掛金 71,665 71,665 －

(２)短期借入金 75,859 75,859 －

(３)未払費用 12,223 12,223 －

(４)リース債務(流動負債) 1,668 1,668 －

(５)社債 25,000 24,868 △131

(６)長期借入金 83,481 84,340 859

(７)リース債務(固定負債) 18,480 18,575 95

負債計 288,377 289,200 823

デリバティブ取引(*)      

①ヘッジ会計が適用されていないもの 734 734 －

②ヘッジ会計が適用されているもの － (60) (60)

デリバティブ取引合計 734 673 (60)

(*)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目については

( )で示しております。

 

「会計方針の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より売上計上基準を変更しており、前連結会計年度の数値は遡及

適用後の数値となっております。
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 当連結会計年度(平成27年３月31日)

 
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価

(百万円)
差額

(百万円)

(１)現金及び預金 62,327 62,327 －

(２)受取手形及び売掛金 152,711 152,711 －

(３)有価証券及び投資有価証券 78,527 76,655 △1,872

資産計 293,567 291,695 △1,872

(１)支払手形及び買掛金 79,323 79,323 －

(２)短期借入金 104,155 104,155 －

(３)未払費用 14,676 14,676 －

(４)リース債務(流動負債) 1,474 1,474 －

(５)社債 25,000 24,991 △8

(６)長期借入金 69,932 70,875 942

(７)リース債務(固定負債) 15,052 15,078 26

負債計 309,615 310,574 959

デリバティブ取引(*)      

①ヘッジ会計が適用されていないもの (245) (245) －

②ヘッジ会計が適用されているもの － (49) (49)

デリバティブ取引合計 (245) (294) (49)

(*)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目については

( )で示しております。

 

(注)１.金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

 

資産

(１)現金及び預金、(２)受取手形及び売掛金

 これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によって

おります。

(３)有価証券及び投資有価証券

 これらの時価については、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示さ

れた価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事項「有価証券関係」

をご参照ください。

 

負債 

(１)支払手形及び買掛金、(２)短期借入金、(３)未払費用、(４)リース債務(流動負債)

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(５)社債

 当社の発行する社債の時価は、市場価格に基づき算定しております。

(６)長期借入金、(７)リース債務(固定負債)

 これらの時価については、元利金の合計額を、同様の新規借入又はリース取引を行った場合に想定される利率で

割り引いた現在価値により算定しております。

 

デリバティブ取引

 注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照ください。
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２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当連結会計年度

(平成27年３月31日)

非上場株式 94,919 103,860

 市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるものであるため、「資産(３)有価証券及び投資

有価証券」には含めておりません。

 

３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

 前連結会計年度(平成26年３月31日)

 
1年以内
(百万円)

1年超5年以内
(百万円)

5年超10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

現金及び預金 38,772 － － －

受取手形及び売掛金 127,817 － － －

有価証券及び投資有価証券        

 満期保有目的の債券        

  (１)国債・地方債等 － 5 0 －

  (２)譲渡性預金 2,130 － － －

合計 168,719 5 0 －

（注）「会計方針の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より売上計上基準を変更しており、前連結会計年度の

数値は遡及適用後の数値となっております。

 

 当連結会計年度(平成27年３月31日) 

 
1年以内
(百万円)

1年超5年以内
(百万円)

5年超10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

現金及び預金 62,327 － － －

受取手形及び売掛金 152,711 － － －

有価証券及び投資有価証券        

 満期保有目的の債券        

  (１)国債・地方債等 － 1 0 －

  (２)譲渡性預金 18,130 － － －

合計 233,169 1 0 －

 

４．社債、長期借入金及びリース債務の連結決算日後の返済予定額

 前連結会計年度(平成26年３月31日)

 
1年以内
(百万円)

1年超2年以内
(百万円)

2年超3年以内
(百万円)

3年超4年以内
(百万円)

4年超5年以内
(百万円)

5年超
(百万円)

社債 － － 15,000 － － 10,000

長期借入金 11,459 29,074 22,833 7,269 13,675 10,628

リース債務 1,668 1,643 1,632 2,048 1,714 11,440

 

 当連結会計年度(平成27年３月31日)

 
1年以内
(百万円)

1年超2年以内
(百万円)

2年超3年以内
(百万円)

3年超4年以内
(百万円)

4年超5年以内
(百万円)

5年超
(百万円)

社債 － 15,000 － － － 10,000

長期借入金 35,201 30,353 11,017 16,204 11,425 931

リース債務 1,474 1,465 1,883 1,557 3,353 6,792
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（有価証券関係）

１．満期保有目的の債券

 前連結会計年度(平成26年３月31日)

  種類
連結貸借対照表計上

額(百万円)
時価

(百万円)
差額

(百万円)

時価が連結貸借対照表計

上額を超えるもの

国債・地方債等 5 5 0

小計 5 5 0

時価が連結貸借対照表計

上額を超えないもの

譲渡性預金 2,130 2,130 －

小計 2,130 2,130 －

合計 2,135 2,135 0

 

 当連結会計年度(平成27年３月31日)

  種類
連結貸借対照表計上

額(百万円)
時価

(百万円)
差額

(百万円)

時価が連結貸借対照表計

上額を超えるもの

国債・地方債等 1 1 0

小計 1 1 0

時価が連結貸借対照表計

上額を超えないもの

譲渡性預金 18,130 18,130 － 

小計 18,130 18,130 －

合計 18,131 18,131 0

 

２．その他有価証券

 前連結会計年度(平成26年３月31日)

  種類
連結貸借対照表
計上額(百万円)

取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1)株式 40,009 21,381 18,627

(2)その他 10 10 0

小計 40,019 21,391 18,627

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(1)株式 6,217 7,492 △1,275

小計 6,217 7,492 △1,275

合計 46,236 28,884 17,352

 非上場株式(連結貸借対照表計上額3,739百万円)については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認

められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

 

 当連結会計年度(平成27年３月31日) 

  種類
連結貸借対照表
計上額(百万円)

取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1)株式 55,682 25,621 30,061

(2)その他 10 10 0

小計 55,692 25,631 30,061

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(1)株式 1,463 1,599 △135

小計 1,463 1,599 △135

合計 57,156 27,231 29,925

 非上場株式(連結貸借対照表計上額12,596百万円)については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認

められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。
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３．売却したその他有価証券

 前連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

種類 売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

株式 61 36 －

その他 － － －

合計 61 36 －

 

 当連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

種類 売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

株式 5,989 2,853 － 

その他 45 45 －

合計 6,035 2,898 －

 

４.減損処理を行った有価証券

 前連結会計年度において、有価証券について23百万円減損処理を行っております。

 当連結会計年度において、有価証券についての減損処理は行っておりません。

 なお、減損処理にあたっては、時価のあるもののうち、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落している場合

には全て減損処理を行い、30％以上50％未満下落している場合には回復可能性等を検討し、減損処理が必要と認められた

場合は減損処理を行っております。また、時価のないもののうち、株式発行会社の財政状態の悪化により実質価値が著し

く低下しているものについて減損処理を行っております。
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（デリバティブ取引関係）

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

(1)通貨関連

 前連結会計年度(平成26年３月31日)

区分 取引の種類
契約額等
(百万円)

契約額等のうち
１年超
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

市場取引以外の

取引

為替予約取引        

 売建        

  米ドル 21,910 － △38 △38 

  ユーロ 1,348 － △12 △12

  韓国ウォン － － － －

  台湾ドル 882 － △37 △37

合計 24,141 － △88 △88

(注)時価の算定方法

  取引先金融機関等から掲示された価格に基づき算定しております。

 

 当連結会計年度(平成27年３月31日)

区分 取引の種類
契約額等
(百万円)

契約額等のうち
１年超
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

市場取引以外の

取引

為替予約取引        

 売建        

  米ドル 24,357 － 0 0

  ユーロ 1,490 － 6 6

  韓国ウォン 58 － △0 △0

  台湾ドル 979 － △39 △39

 買建        

  米ドル 35,918 － △20 △20

合計 62,803 － △53 △53

(注)時価の算定方法

  取引先金融機関等から掲示された価格に基づき算定しております。

 

(２)金利関連

 前連結会計年度(平成26年３月31日)

区分 取引の種類
契約額等
(百万円)

契約額等のうち
１年超
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

市場取引以外の

取引

金利スワップ取引        

 変動受取・固定支払 7,533 7,533 △190 △190

合計 7,533 7,533 △190 △190

(注)時価の算定方法

  取引先金融機関等から掲示された価格に基づき算定しております。
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 当連結会計年度(平成27年３月31日)

区分 取引の種類
契約額等
(百万円)

契約額等のうち
１年超
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

市場取引以外の

取引

金利スワップ取引        

 変動受取・固定支払 12,581 7,955 △191 △191

合計 12,581 7,955 △191 △191

(注)時価の算定方法

  取引先金融機関等から掲示された価格に基づき算定しております。

 

(３)通貨・金利関連

 前連結会計年度(平成26年３月31日)

区分 取引の種類
契約額等
(百万円)

契約額等のうち
１年超
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

市場取引以外の

取引

通貨・金利スワップ取引        

 変動受取・固定支払 3,696 3,696 1,013 1,013

合計 3,696 3,696 1,013 1,013

(注)時価の算定方法

  取引先金融機関等から掲示された価格に基づき算定しております。

 

 当連結会計年度(平成27年３月31日)

  該当事項はありません。

 

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

(１)通貨関連

 前連結会計年度(平成26年３月31日)

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
(百万円)

契約額等のうち
１年超
(百万円)

時価
(百万円)

為替予約等の

振当処理

為替予約取引        

 売建 売掛金      

  米ドル   417 － △2

  ユーロ   － － －

 買建 買掛金      

  米ドル   329 － △5

  ユーロ   － － － 

合計   746 － △7 

(注)時価の算定方法

  取引先金融機関等から掲示された価格に基づき算定しております。
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 当連結会計年度(平成27年３月31日)

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
(百万円)

契約額等のうち
１年超
(百万円)

時価
(百万円)

為替予約等の

振当処理

為替予約取引        

 売建 売掛金      

  米ドル   292 － △2

  ユーロ   17 － 0

 買建 買掛金      

  米ドル   303 － 1

  ユーロ   15 － △0

合計   628 － △1

(注)時価の算定方法

  取引先金融機関等から掲示された価格に基づき算定しております。

 

(２)金利関連

 前連結会計年度(平成26年３月31日)

ヘッジ会計の
方法

取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
(百万円)

契約額等のうち
１年超
(百万円)

時価
(百万円)

金利スワップ

の特例処理

金利スワップ取引        

 変動受取・固定支払 長期借入金 13,715 11,915 △53

合計   13,715 11,915 △53

(注)時価の算定方法

  取引先金融機関等から掲示された価格に基づき算定しております。

 

 当連結会計年度(平成27年３月31日)

ヘッジ会計の
方法

取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
(百万円)

契約額等のうち
１年超
(百万円)

時価
(百万円)

金利スワップ

の特例処理

金利スワップ取引        

 変動受取・固定支払 長期借入金 20,905 10,200 △47

合計   20,905 10,200 △47

(注)時価の算定方法

  取引先金融機関等から掲示された価格に基づき算定しております。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

 当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として退職一時金制度及び確定給付企業年金制度を設けており、確定拠出型

の制度として、確定拠出年金制度を設けております。

 また、当社においては退職給付信託を設定しております。

 なお、一部の連結子会社が有する確定給付企業年金制度及び退職一時金制度は、簡便法により、退職給付に係る負債及

び退職給付費用を計算しております。

 

２．確定給付制度

(１)退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表((３)に掲げられたものを除く)

 

前連結会計年度

（自 平成25年４月１日

 至 平成26年３月31日）

当連結会計年度

（自 平成26年４月１日

 至 平成27年３月31日）

退職給付債務の期首残高 34,463 百万円 34,311 百万円

 会計方針変更による累積的影響額 －   255  

会計方針の変更を反映した期首残高 34,463   34,567  

 新規連結による増加 －   8,019  

 勤務費用 1,518   1,686  

 利息費用 463   296  

 数理計算上の差異の発生額 111   69  

 退職給付の支払額 △2,245   △2,109  

退職給付債務の期末残高 34,311   42,529  

 

(２)年金資産の期首残高と期末残高の調整表((３)に掲げられたものを除く)

 

前連結会計年度

（自 平成25年４月１日

 至 平成26年３月31日）

当連結会計年度

（自 平成26年４月１日

 至 平成27年３月31日）

年金資産の期首残高 24,720百万円 26,409 百万円

 新規連結による増加 －  8,166 

 期待運用収益 289  315 

 数理計算上の差異の発生額 1,783  3,827 

 事業主からの拠出額 1,116  1,119 

 退職給付の支払額 △1,501  △1,325 

年金資産の期末残高 26,409  38,512 

 

(３)簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

 

前連結会計年度

（自 平成25年４月１日

 至 平成26年３月31日）

当連結会計年度

（自 平成26年４月１日

 至 平成27年３月31日）

退職給付に係る負債の期首残高 1,500百万円 1,330百万円

 新規連結による増加 －  364 

 連結除外による減少 －  △99 

 退職給付費用 249  196 

 退職給付の支払額 △304  △118 

 制度への拠出額 △114  △102 

退職給付に係る負債の期末残高 1,330  1,569 
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(４)退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る資産の

調整表

 

前連結会計年度

（自 平成25年４月１日

 至 平成26年３月31日）

当連結会計年度

（自 平成26年４月１日

 至 平成27年３月31日）

積立型制度の退職給付債務 34,002 百万円 42,200 百万円

年金資産 △27,784   △39,936  

  6,218   2,263  

非積立型制度の退職給付債務 3,014   3,322  

連結貸借対照表に計上された負債と

資産の純額
9,232   5,586  

         

退職給付に係る負債 9,232   5,586  

連結貸借対照表に計上された負債と

資産の純額
9,232   5,586  

 

(５)退職給付費用及びその内訳項目の金額 

 

前連結会計年度

（自 平成25年４月１日

 至 平成26年３月31日）

当連結会計年度

（自 平成26年４月１日

 至 平成27年３月31日）

勤務費用 1,518 百万円 1,686 百万円

利息費用 463   296  

期待運用収益 △289   △315  

数理計算上の差異の費用処理額 710   264  

過去勤務費用の費用処理額 101   101  

簡便法で計算した退職給付費用 249   196  

確定給付制度に係る退職給付費用 2,753   2,228  

 

(６)退職給付に係る調整額

  退職給付に係る調整額に計上した項目(税効果控除前)の内訳は次のとおりであります。

 

前連結会計年度

（自 平成25年４月１日

 至 平成26年３月31日）

当連結会計年度

（自 平成26年４月１日

 至 平成27年３月31日）

過去勤務費用 － 百万円 134 百万円

数理計算上の差異 －   4,437  

合計 －   4,571  

 

(７)退職給付に係る調整累計額

  退職給付に係る調整累計額に計上した項目(税効果控除前)の内訳は次のとおりであります。

 

前連結会計年度

（自 平成25年４月１日

 至 平成26年３月31日）

当連結会計年度

（自 平成26年４月１日

 至 平成27年３月31日）

未認識過去勤務費用 398 百万円 263 百万円

未認識数理計算上の差異 1,146   △3,374  

合計 1,545   △3,110  
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(８)年金資産に関する事項

①年金資産の主な内訳

 年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

 

前連結会計年度

（自 平成25年４月１日

 至 平成26年３月31日）

当連結会計年度

（自 平成26年４月１日

 至 平成27年３月31日）

債券 22 ％ 21 ％

株式 57   55  

現金及び預金 12   15  

その他 9   9  

合計 100   100  

(注)年金資産合計には、企業年金制度に対して設定した退職給付信託が、前連結会計年度45％、当連結会計年度36％含ま

れています。

 

②長期期待運用収益率の設定方法

 年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する多様な資

産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

 

(９)数理計算上の計算基礎に関する事項 

 主要な数理計算上の計算基礎は、次のとおりであります。

 

前連結会計年度

（自 平成25年４月１日

 至 平成26年３月31日）

当連結会計年度

（自 平成26年４月１日

 至 平成27年３月31日）

割引率 主として1.4％ 主として0.8％

長期期待運用収益率 主として2.5％ 主として2.5％

 

３．確定拠出制度

 当社及び連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、前連結会計年度144百万円、当連結会計年度148百万円でありま

す。

 

 

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
 
 

当連結会計年度
（平成27年３月31日）

繰延税金資産     

税務上の繰越欠損金 21,040百万円  15,624百万円

退職給付に係る負債 7,660   7,147

投資有価証券評価損 5,841   1,022

賞与引当金 1,249   1,513

連結会社間内部利益消去 538   1,575

減価償却費 1,082   1,013

減損損失 5,121   4,665

資産除去債務 1,320   1,220

その他 6,205   7,470

繰延税金資産小計 50,061   41,254

評価性引当額 △43,767   △31,489

繰延税金資産合計 6,293   9,764

繰延税金負債      

その他有価証券評価差額金 △6,272   △9,155

退職給付信託設定益 △1,794   △1,481

税務上の積立金及び準備金 △1,904   △1,998

資産除去債務に対応する除去費用 △390   △376

海外連結子会社等の留保利益 △2,390   △4,639

その他 △765   △2,468

繰延税金負債合計 △13,517   △20,120

繰延税金資産（負債）の純額 △7,223   △10,355

 

（注）１．「会計方針の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より売上計上基準を変更しており、前連結会計年度の

数値は遡及適用後の数値となっております。

（注）２．当連結会計年度より、金額的な重要性が増したため、「海外連結子会社等の留保利益」を個別掲記しており

ます。これにより繰延税金負債の「その他」に含めていた前連結会計年度の情報は、当連結会計年度の区分に

従って表示方法を変更しております。

（注）３．前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれ

ております。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
 

当連結会計年度
（平成27年３月31日）

流動資産－繰延税金資産 2,659百万円  5,038百万円

固定資産－繰延税金資産 2,334   3,125

流動負債－繰延税金負債 △196   △233

固定負債－繰延税金負債 △12,020   △18,284
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
 
 

当連結会計年度
（平成27年３月31日）

法定実効税率 38.0％   35.6％

（調整）      

持分法による投資利益 △43.8   △21.9

受取配当金の連結消去に伴う影響 44.2   28.3

評価性引当額の変動 28.3   △17.3

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △46.4   △28.6

外国税関係 2.6   1.2

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 1.8   0.2

その他 △7.4   5.9

税効果会計適用後の法人税等の負担率 17.3   3.4

 

（注）「会計方針の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より売上計上基準を変更しており、前連結会計年度の数値

は遡及適用後の数値となっております。

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する法律」（平成27

年法律第２号）が平成27年3月31日に公布され、平成27年4月1日以後に開始する連結会計年度から法人税率等の引下げ

等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来

の35.6％から平成27年４月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異等については33.1％に、平成28

年４月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異等については、32.3％となります。

この税率変更により、繰延税金負債の金額（繰延税金資産の金額を控除した金額）は812百万円減少し、法人税等調

整額が111百万円増加、その他有価証券評価差額金が937百万円増加、退職給付に係る調整累計額が2百万円減少してお

ります。

また、欠損金の繰越控除制度が平成27年4月1日以後に開始する連結会計年度から繰越控除前の所得の金額の100分の

65相当額に、平成29年4月1日以後に開始する連結会計年度から繰越控除前の所得の金額の100分の50相当額に控除限度

額が改正されたことに伴い、繰延税金資産の額は102百万円減少し、法人税等調整額は102百万円増加しております。
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（企業結合等関係）

取得による企業結合

１．企業結合の概要

（１）被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称 ㈱ＪＳＰ

事業の内容    発泡技術を主体として機能性、経済性を高めたプラスチック製品の製造販売、及びこれらに

付随する事業

（２）企業結合を行った主な理由

 被取得企業である㈱ＪＳＰとのさらなる資本業務提携強化を図るためであります。

（３）企業結合日

 平成27年３月16日

（４）企業結合の法的形式

 現金を対価とする株式取得

（５）結合後企業の名称

 ㈱ＪＳＰ

（６）取得した議決権比率

 企業結合直前に所有していた議決権比率 45.04％

 企業結合日に追加取得した議決権比率 9.17％

 取得後の議決権比率 54.21％

（７）取得企業を決定するに至った主な根拠

 当社が現金を対価として株式を取得したことにより、議決権の過半数を保有することとなったためでありま

す。

 

２．連結財務諸表に含まれる被取得企業の業績の期間

 被取得企業は持分法適用関連会社であったため、平成26年４月１日から平成27年３月31日までの業績は「持分

法による投資利益」に計上しております。

 

３．被取得企業の取得原価及びその内訳

取得の対価 37,313百万円

取得に直接要した費用 50百万円

取得原価 37,363百万円

 

４．被取得企業の取得原価と取得するに至った取引ごとの取得原価の合計額との差額

段階取得に係る差益 2,087百万円

 

５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

（１）発生したのれんの金額

4,528百万円

（２）発生原因

被取得企業に係る当社の持分額と取得価額の差額により発生したものであります。

（３）償却方法及び償却期間

20年間にわたる均等償却

 

６．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産 64,106百万円

固定資産 49,630百万円 

資産合計 113,736百万円 

流動負債 33,401百万円

固定負債 14,669百万円 

負債合計 48,070百万円
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７．企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす影

響の概算額及びその算定方法

 

売上高  116,923百万円

営業利益  5,440百万円

経常利益  4,079百万円

当期純利益  221百万円

 

（概算額の算定方法）

 企業結合が連結会計年度開始の日に完了したと仮定して算定された売上高及び損益情報を影響の概算額としてお

ります。

 なお、当該注記は監査証明を受けておりません。

 

 

（資産除去債務関係）

１．資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

 当社が保有しております天然ガス採掘施設（２.に記載のものを除く）について法令及び借地契約に基づく原状回復

義務を負っており、当該義務履行に要する将来キャッシュフローを合理的に見積り資産除去債務を計上しております。

債務履行時期は可採見込年数満了時（12～76年)としており、割引率は1.579％から2.385％を適用しております。 

  当社及び一部の連結子会社が保有しております一部の固定資産にはアスベストが使用されており、アスベスト除去

時に特別の処理が義務付けられております。当該義務履行に要する将来キャッシュフローを合理的に見積り資産除去債

務を計上しております。債務履行時期は原則として本体有形固定資産の耐用年数満了時（主として８年）としており、

割引率は主として1.035％を適用しております。 

 当社及び一部の連結子会社は、本社事務所や工場敷地等の賃貸借契約に基づく原状回復義務を有しております。当該

原状回復に要する将来キャッシュフローを合理的に見積り資産除去債務を計上しております。債務履行時期は原則とし

て契約期間もしくは賃貸物件の耐用年数満了時（31～50年）としており、割引率は主として2.295％を適用しておりま

す。

 

当該資産除去債務の総額の増減

 
前連結会計年度

（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

期首残高 4,207百万円 3,849百万円

取得に伴う増加額 5 3

時の経過による調整額 67 69

履行による減少額 △29 △267

その他増減額（△は減少） △400 31

期末残高 3,849 3,685

 

２.資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上していないもの 

 当社が保有しております天然ガス採掘施設は、法令及び借地契約に基づく原状回復義務を負っておりますが、施設の

一部については採掘後、天然ガスの貯蔵事業用施設として継続して活用する計画であること、また、当社及び一部の連

結子会社が保有しております桟橋、パイプライン等は法令及び賃貸借契約に基づく原状回復義務を負っておりますが、

修繕等を実施することで相当長期間継続して使用可能であることから、資産除去債務の履行時期についての合理的な見

積りをすることが極めて困難なため、資産除去債務を計上しておりません。
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（賃貸等不動産関係）

１．賃貸等不動産の概要

  当社及び一部の子会社では、東京都その他の地域において、賃貸用の土地及び建物を所有しております。

 

２．賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、期中増減額及び期末時価

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

連結貸借対照表計上額    

  期首残高 4,029 3,238

  期中増減額 △790 2,437

  期末残高 3,238 5,675

期末時価 7,239 9,073

 (注) １．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。

２．期中増減額のうち、前連結会計年度の主な減少額は当社所有地の賃貸契約期間満了（△473百万円）でありま

す。当連結会計年度の主な増加額は㈱ＪＳＰの連結子会社化に伴う同社の賃貸等不動産の増加（1,945百万

円）であります。

３．期末の時価は、主として路線価等の指標に基づく金額であります。

 

３．賃貸等不動産に関する損益

前連結会計年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

366百万円 335百万円
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

 当社は、業績に対する責任を明確にし効率的経営を図るためカンパニー制を採用し、各カンパニーが取扱う製

品・サービスの事業戦略を立案し、事業活動を展開しております。

 従って当社は、分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経営資源の配分及び業績を評価するために定

期的検討を行う構成単位である「天然ガス系化学品事業」、「芳香族化学品事業」、「機能化学品事業」、「特殊

機能材事業」の４カンパニーを報告セグメントとしております。

 「天然ガス系化学品事業」は、メタノール、アンモニア、アミン系製品、メタクリル酸系製品、多価アルコール

類、酵素・補酵素類、原油等の製造・販売を行っております。

 「芳香族化学品事業」は、キシレン異性体及びその誘導品、発泡プラスチック等の製造・販売を行っておりま

す。

 「機能化学品事業」は、過酸化水素等工業用無機薬品類、電子工業用薬品類、エンジニアリングプラスチックス

等の製造・販売を行っております。

 「特殊機能材事業」は、プリント配線板用材料、プリント配線板、脱酸素剤「エージレス®」等の製造・販売を行

っております。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

 報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」にお

ける記載と概ね同一であります。報告セグメントの利益は、経常損益ベースの数値であります。セグメント間の内

部収益及び振替高は主として市場実勢価格に基づいております。

 

（売上計上基準の変更）

 「会計方針の変更」に記載のとおり、当社及び国内連結子会社において、売上計上基準を変更しております。当

該会計方針の変更は遡及適用され、前年同期については遡及適用後のセグメント情報となっております。

 この変更に伴い、前連結会計年度の売上高及びセグメント利益は遡及適用を行う前と比べて、「天然ガス系化学

品事業」で売上高が31百万円増加、セグメント損益が5百万円増加、「芳香族化学品事業」で売上高が120百万円減

少、セグメント損益が56百万円減少、「機能化学品事業」で売上高が4百万円減少、セグメント損益が159百万円増

加、「特殊機能材事業」で売上高が133百万円減少、セグメント損益が37百万円減少しております。
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自 平成25年４月１日  至 平成26年３月31日）

            （単位：百万円） 

 
天然ガス系 
化学品事業 

芳香族化学品 
事業 

機能化学品 
事業 

特殊機能材 
事業 

その他の事業 
（注)1 

調整額 
（注)2 

連結財務諸表 
計上額 
（注)3 

売上高              

外部顧客への売上高 185,307 139,476 153,377 55,467 813 － 534,443 

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
9,568 2,040 1,176 0 95 △12,882 － 

計 194,876 141,516 154,554 55,468 908 △12,882 534,443 

セグメント損益

（経常損益） 
18,449 2,133 3,867 4,845 1,901 △392 30,804 

セグメント資産 218,018 101,925 194,995 64,202 55,832 22,863 657,838 

その他の項目              

減価償却費 6,334 4,127 9,550 3,123 10 381 23,528 

のれんの償却額 － － 24 1 － △26 － 

負ののれん償却額（△） △13 △11 △169 － － 26 △168 

受取利息 79 20 156 46 22 △124 200 

支払利息 1,236 811 1,496 132 4 △685 2,995 

持分法投資損益 16,937 0 1,396 － 2,132 － 20,466 

持分法適用会社への

投資額 
66,272 1,514 11,657 － 28,974 △239 108,179 

有形固定資産及び無形固

定資産の増加額 
4,523 2,377 11,237 6,691 2 577 25,409 

 

 (注)１．「その他の事業」には、報告セグメントに属していない上場関連会社、不動産事業等を含んでおります。

   ２．調整額は以下のとおりであります。

     (１)セグメント損益の調整額△392百万円は、セグメント間取引消去△135百万円及び各報告セグメントに配分

していない全社費用△257百万円であります。

       全社費用は、報告セグメントに配分していない一般管理費、金融収支、雑損益等であります。

     (２)セグメント資産の調整額22,863百万円は、セグメント間消去△48,779百万円及び各報告セグメントに配分

していない全社資産71,642百万円であります。

       全社資産は、報告セグメントに配分していない現預金、投資有価証券、繰延税金資産等であります。

     (３)減価償却費の調整額381百万円は、主に報告セグメントに配分していない全社資産に係るものでありま

す。

     (４)のれんの償却額の調整額△26百万円及び負ののれんの償却額の調整額26百万円は、のれんの償却額と負の

のれんの償却額を相殺したものであります。

     (５)受取利息の調整額△124百万円は、主にセグメント間取引消去であります。

     (６)支払利息の調整額△685百万円は、主にセグメント間取引消去であります。

     (７)持分法適用会社への投資額の調整額△239百万円は、主にセグメント間取引消去であります。

     (８)有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額577百万円は、主に報告セグメントに配分していない全

社資産に係るものであります。

   ３．セグメント損益は、連結財務諸表の経常損益と調整を行っております。
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当連結会計年度（自 平成26年４月１日  至 平成27年３月31日）

            （単位：百万円） 

 
天然ガス系 
化学品事業 

芳香族化学品 
事業 

機能化学品 
事業 

特殊機能材 
事業 

その他の事業 
（注)1 

調整額 
（注)2 

連結財務諸表 
計上額 
（注)3 

売上高              

外部顧客への売上高 184,873 121,126 164,684 58,241 642 － 529,570 

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
12,745 2,214 1,377 0 110 △16,448 － 

計 197,619 123,340 166,062 58,242 753 △16,448 529,570 

セグメント損益

（経常損益） 
28,254 1,026 9,166 4,066 1,412 △891 43,034 

セグメント資産 203,878 211,422 212,149 65,356 43,348 54,225 790,381 

その他の項目              

減価償却費 6,916 3,909 9,292 3,316 8 326 23,770 

のれんの償却額 － － 0 － － － 0 

受取利息 30 23 164 52 2 △45 226 

支払利息 1,145 703 1,107 233 14 △763 2,440 

持分法投資損益 26,418 △1,009 1,776 － 1,744 － 28,929 

特別利益              

負ののれん発生益 137 29 0 0 30 － 198 

特別損失              

のれん償却額 － － 476 － － － 476 

持分法適用会社への

投資額 
63,906 611 12,652 － 2,992 4,466 84,630 

有形固定資産及び無形固

定資産の増加額 
5,766 4,067 7,639 4,397 7 348 22,226 

 

 (注)１．「その他の事業」には、報告セグメントに属していない上場関連会社、不動産事業等を含んでおります。

   ２．調整額は以下のとおりであります。

     (１)セグメント損益の調整額△891百万円は、セグメント間取引消去44百万円及び各報告セグメントに配分し

ていない全社費用△935百万円であります。

       全社費用は、報告セグメントに配分していない一般管理費、金融収支、雑損益等であります。

     (２)セグメント資産の調整額54,225百万円は、セグメント間消去△25,548百万円及び各報告セグメントに配分

していない全社資産79,773百万円であります。

       全社資産は、報告セグメントに配分していない現預金、投資有価証券、繰延税金資産等であります。

     (３)減価償却費の調整額326百万円は、主に報告セグメントに配分していない全社資産に係るものでありま

す。

     (４)受取利息の調整額△45百万円は、主にセグメント間取引消去であります。

     (５)支払利息の調整額△763百万円は、主にセグメント間取引消去であります。

     (６)持分法適用会社への投資額の調整額4,466百万円は、主にセグメント間取引消去であります。

     (７)有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額348百万円は、主に報告セグメントに配分していない全

社資産に係るものであります。

   ３．セグメント損益は、連結財務諸表の経常損益と調整を行っております。
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【関連情報】

前連結会計年度（自 平成25年４月１日  至 平成26年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報

        製品及びサービスの区分が報告セグメント区分と同一であり、セグメント情報に開示しているため、記

載を省略しております。 

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

 (単位：百万円)

 日本  アジア  その他の地域  合計

278,265 186,445 69,732 534,443

（注）１．売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

（注）２．「会計方針の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より売上計上基準を変更しており、前連

結会計年度の数値は遡及適用後の数値となっております。

 

(2）有形固定資産

 (単位：百万円)

 日本  アジア  その他の地域  合計

148,832 36,296 6,183 191,311

 

 

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、特定の顧客への売上高で、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手

先がないため、記載をしておりません。

 

 

当連結会計年度（自 平成26年４月１日  至 平成27年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報

製品及びサービスの区分が報告セグメント区分と同一であり、セグメント情報に開示しているため、記載

を省略しております。 

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

 (単位：百万円)

 日本  アジア  その他の地域  合計

264,549 187,991 77,029 529,570

（注） 売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

 

(2）有形固定資産

 (単位：百万円)

 日本  アジア  その他の地域  合計

172,468 44,636 18,818 235,923

 

 

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、特定の顧客への売上高で、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手

先がないため、記載をしておりません。
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自 平成25年４月１日  至 平成26年３月31日）

            (単位：百万円) 

 
天然ガス系 
化学品事業 

芳香族 
化学品事業 

機能化学品 
事業 

特殊機能材 
事業 

その他の事業 調整額 合計 

減損損失 334 817 11,636 － － － 12,788 

(注) 上記の減損損失の一部は「事業構造改善費用」に含めて表示しております。詳細は「第５ 経理の状況 １．連結

財務諸表 （１）連結財務諸表 注記事項（連結損益計算書関係）」をご覧ください。

 

当連結会計年度（自 平成26年４月１日  至 平成27年３月31日）

            (単位：百万円) 

 
天然ガス系 
化学品事業 

芳香族 
化学品事業 

機能化学品 
事業 

特殊機能材 
事業 

その他の事業 調整額 合計 

減損損失 720 11 285 519 － － 1,537 

(注) 上記の減損損失の一部は「事業構造改善費用」に含めて表示しております。詳細は「第５ 経理の状況 １．連結

財務諸表 （１）連結財務諸表 注記事項（連結損益計算書関係）」をご覧ください。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自 平成25年４月１日  至 平成26年３月31日）

（のれん） 

            (単位：百万円) 

 
天然ガス系 
化学品事業 

芳香族 
化学品事業 

機能化学品 
事業 

特殊機能材 
事業 

その他の事業 調整額 合計 

当期末残高 － － 2 － － － 2 

 

（負ののれん） 

該当事項はありません。 

 

 (注) のれんの償却額は、セグメント情報に記載しているため、省略しております。

 

当連結会計年度（自 平成26年４月１日  至 平成27年３月31日）

（のれん） 

            (単位：百万円) 

 
天然ガス系 
化学品事業 

芳香族 
化学品事業 

機能化学品 
事業 

特殊機能材 
事業 

その他の事業 調整額 合計 

当期末残高 － 4,642 1 － 192 － 4,836 

 

（負ののれん） 

該当事項はありません。 

 

 (注) のれんの償却額は、セグメント情報に記載しているため、省略しております。
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【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】 

前連結会計年度（自 平成25年４月１日  至 平成26年３月31日）

 連結子会社が自己株式を取得したことにより、天然ガス系化学品事業において11百万円、芳香族化学品事業にお

いて0百万円、その他の事業で3百万円の負ののれん発生益を計上しております。 

 

当連結会計年度（自 平成26年４月１日  至 平成27年３月31日）

 連結子会社が自己株式を取得したことにより、天然ガス系化学品事業において137百万円、芳香族化学品事業に

おいて29百万円、機能化学品事業において0百万円、特殊機能材事業において0百万円、その他の事業で30百万円の

負ののれん発生益を計上しております。 

 

【関連当事者情報】

前連結会計年度（自平成25年4月1日 至平成26年3月31日）

１．関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

種類 
会社等の名 
称又は氏名 

所在地 
資本金又は 

出資金 
事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有(被
所有)割合 

関連当事者との
関係 

取引の内容 
取引金額 
(百万円) 

科 目 
期末残高 
(百万円) 

関連会社 

三菱エンジニアリ

ングプラスチック

ス(株) 

東京都 

港区 
3,000百万円 

合成樹脂の

加工及び販

売 

所有 

直接 50％ 

合成樹脂の 

販売 

役員の兼任 

合成樹脂の

販売 
29,607 売掛金 7,025 

関連会社 水島アロマ(株) 
岡山県 

倉敷市 
2,000百万円 

高純度テレ

フタル酸の

製造及び販

売 

所有 

直接 50％ 

芳香族化学品の 

販売及び仕入 

役員の兼任 

芳香族化学

品の販売 
27,708 売掛金 7,274 

関連会社 
BRUNEI METHANOL 

COMPANY SDN.BHD. 

ブルネイ・

ダルサラー

ム国 

189,400 

千U.S.ドル 

メタノール

の製造及び

販売 

所有 

直接 50％ 

メタノールの 

仕入 

役員の兼任 

担保提供

（注）2 
12,020 －  － 

 （注）１．当社製品の販売については、市場価格を参考にして価格交渉のうえ一般的取引条件と同様に決定しておりま

す。

２．BRUNEI METHANOL COMPANY SDN.BHD.の金融機関からの借入金に対し、当社が保有する同社株式を担保提供し

ております。この担保提供に伴う金銭の授受はありません。なお、取引金額には、担保に係る債務の期末残

高を記載しております。

３．取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．重要な関連会社に関する情報

 重要な関連会社の要約財務情報 

当連結会計年度において、重要な関連会社である日本・サウジアラビアメタノール㈱、METANOL DE 

ORIENTE.METOR.S.A.及び㈱ＪＳＰを含む、すべての持分法適用関連会社（14社）の要約財務諸表は以下のとおりで

あります。

流動資産合計 191,678百万円

固定資産合計 283,011百万円

   

流動負債合計 142,275百万円

固定負債合計 84,325百万円

   

純資産合計 248,089百万円

   

売上高 401,348百万円

税引前当期純利益金額 64,690百万円

当期純利益金額 49,657百万円
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当連結会計年度（自平成26年4月1日 至平成27年3月31日）

１．関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

種類 会社等の名 
称又は氏名 

所在地 資本金又は 
出資金 

事業の内容 
又は職業 

議決権等の
所有(被所
有)割合 

関連当事者との
関係 

取引の内容 取引金額 
(百万円) 

科 目 期末残高 
(百万円) 

関連会社 

三菱エンジニアリ

ングプラスチック

ス(株) 

東京都 

港区 
3,000百万円 

合成樹脂の

加工及び販

売 

所有 

直接 50％ 

合成樹脂の 

販売 

役員の兼任 

合成樹脂

の販売 
29,960 売掛金 5,881 

関連会社 
BRUNEI METHANOL 

COMPANY SDN.BHD. 

ブルネイ 

ブライト地区 

189,400 

千U.S.ドル 

メタノール

の製造及び

販売 

所有 

直接 50％ 

メタノールの 

仕入 

役員の兼任 

担保提供

（注）2 
12,771 － － 

 （注）１．当社製品の販売については、市場価格を参考にして価格交渉のうえ一般的取引条件と同様に決定しておりま

す。

２．BRUNEI METHANOL COMPANY SDN.BHD.の金融機関からの借入金に対し、当社が保有する同社株式を担保提供し

ております。この担保提供に伴う金銭の授受はありません。なお、取引金額には、担保に係る債務の期末残

高を記載しております。

３．取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．重要な関連会社に関する情報

 重要な関連会社の要約財務情報 

当連結会計年度において、重要な関連会社である日本・サウジアラビアメタノール㈱及びMETANOL DE 

ORIENTE.METOR.S.A.を含む、すべての持分法適用関連会社（13社）の要約財務諸表は以下のとおりであります。

流動資産合計 170,981百万円

固定資産合計 248,578百万円

   

流動負債合計 130,281百万円

固定負債合計 71,547百万円

   

純資産合計 217,731百万円

   

売上高 337,207百万円

税引前当期純利益金額 87,728百万円

当期純利益金額 72,933百万円
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（１株当たり情報）

 
 
 

前連結会計年度
（自  平成25年４月１日
至  平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自  平成26年４月１日
至  平成27年３月31日）

１株当たり純資産額 691.26円 835.23円

１株当たり当期純利益金額 33.03円 98.26円

（注）１. 前連結会計年度及び当連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

（注）２. １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当期純利益金額（百万円） 14,921 44,381

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益金額（百万円） 14,921 44,381

期中平均株式数（株） 451,694,282 451,670,027

 

（注）３．「会計方針の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より売上計上基準を変更しており、前連結会計年度の

数値は遡及適用後の数値となっております。この結果、遡及適用を行う前と比べて、前連結会計年度の１株

当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額はそれぞれ、0.62円及び0.11円減少しております。

 

（重要な後発事象）

自己株式の取得 

 当社は、平成27年５月26日開催の取締役会において、会社法第459条第１項の規定による定款の定めに基づき、

自己株式を取得することを決議いたしました。

（１）理由 

株主還元の充実、資本効率の向上及び機動的な資本政策を遂行するため

（２）取得する株式の種類 

普通株式

（３）取得する株式の数 

10,000,000株（上限）

（４）株式取得価額の総額 

9,000百万円（上限）

（５）自己株式取得の日程 

平成27年５月27日から平成27年７月31日まで

（６）取得方法 

市場買付 

 

  なお、上記取締役会決議に基づき、次のとおり自己株式の取得を実施し、終了いたしました。

（１）取得した株式の種類 

普通株式

（２）取得した株式の数 

10,000,000株

（３）株式取得価額の総額 

7,423百万円

（４）取得期間 

平成27年５月27日から平成27年６月12日まで

（５）取得方法 

市場買付 
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

利率
(％)

担保 償還期限

三菱瓦斯化学㈱ 第20回無担保社債 平成23.12.1 15,000 15,000 0.670 なし 平成28.12.1 

三菱瓦斯化学㈱ 第21回無担保社債 平成26.3.5 10,000 10,000 0.572 なし 平成33.3.5 

合計 － 25,000 25,000 － － －

 （注）連結決算日後５年以内における償還予定額は以下のとおりであります。

１年以内
（百万円）

１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

－ 15,000 － － －

 

 

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 108,523 104,784 0.5 －

１年以内に返済予定の長期借入金 11,459 35,201 0.8 －

１年以内に返済予定のリース債務 1,668 1,474 3.1 －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 83,481 69,932 1.1 平成28年～平成37年 

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） 18,480 15,052 3.1 平成28年～平成39年 

その他有利子負債 － － － －

小計 223,612 226,445 － －

内部取引の消去 △44,123 △35,830 － －

計 179,489 190,614 － －

 （注）１．平均利率については、借入金等の当期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以

下のとおりであります。

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 30,353 11,017 16,204 11,425

リース債務 1,465 1,883 1,557 3,353 
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【資産除去債務明細表】

 当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当連結会計年度期首及び当連結会

計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、連結財務諸表規則第92条の２の規定に

より記載を省略しております。 

 

（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（百万円） 134,723 267,861 401,426 529,570

税金等調整前四半期（当期）

純利益金額（百万円）
12,819 23,999 34,095 47,051

四半期（当期）純利益金額

（百万円）
10,594 21,508 29,695 44,381

１株当たり四半期（当期）純

利益金額（円）
23.46 47.62 65.75 98.26

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額

（円）
23.46 24.16 18.13 32.51
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

    (単位：百万円) 

  前事業年度 
(平成26年３月31日) 

当事業年度 
(平成27年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 13,368 19,881 

受取手形 528 491 

売掛金 110,197 102,071 

有価証券 2,000 18,000 

商品及び製品 36,433 30,701 

仕掛品 5,430 7,155 

原材料及び貯蔵品 15,671 14,376 

前払費用 1,279 901 

繰延税金資産 2,962 2,859 

短期貸付金 8,945 8,654 

未収入金 7,404 9,575 

その他 4,362 3,953 

貸倒引当金 △3,351 △3,217 

流動資産合計 205,234 215,407 

固定資産    

有形固定資産    

建物 20,908 20,877 

構築物 11,193 11,473 

機械及び装置 33,459 34,172 

車両運搬具 37 21 

工具、器具及び備品 3,584 3,370 

土地 18,179 18,907 

リース資産 64 64 

建設仮勘定 6,145 6,928 

有形固定資産合計 ※２ 93,573 ※２ 95,816 

無形固定資産    

のれん 2 1 

特許権 6 3 

ソフトウエア 831 667 

その他 127 107 

無形固定資産合計 967 780 

投資その他の資産    

投資有価証券 ※１ 47,191 ※１ 56,248 

関係会社株式・出資金 ※１ 47,095 ※１ 64,548 

長期貸付金 1,164 1,335 

長期前払費用 866 257 

その他 1,384 1,504 

貸倒引当金 △39 △40 

投資その他の資産合計 97,661 123,853 

固定資産合計 192,202 220,450 

資産合計 397,436 435,857 
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    (単位：百万円) 

 
前事業年度 

(平成26年３月31日) 
当事業年度 

(平成27年３月31日) 

負債の部    

流動負債    

電子記録債務 3,643 3,108 

買掛金 40,473 37,469 

短期借入金 55,657 70,767 

リース債務 30 28 

未払金 5,641 6,988 

未払法人税等 127 282 

未払費用 10,050 12,207 

預り金 244 242 

賞与引当金 2,484 2,620 

支払補償引当金 50 - 

環境対策引当金 45 80 

事業構造改善引当金 717 608 

関係会社事業損失引当金 6,482 - 

その他 2,500 2,769 

流動負債合計 128,149 137,174 

固定負債    

社債 25,000 25,000 

長期借入金 49,480 28,356 

リース債務 35 36 

退職給付引当金 3,969 4,340 

役員退職慰労引当金 119 119 

環境対策引当金 296 438 

事業構造改善引当金 － 1,305 

資産除去債務 3,415 3,601 

繰延税金負債 8,626 11,401 

その他 1,490 1,461 

固定負債合計 92,433 76,061 

負債合計 220,583 213,236 

純資産の部    

株主資本    

資本金 41,970 41,970 

資本剰余金    

資本準備金 35,668 35,668 

その他資本剰余金 56 56 

資本剰余金合計 35,725 35,725 

利益剰余金    

利益準備金 6,999 6,999 

その他利益剰余金    

探鉱積立金 804 1,639 

固定資産圧縮積立金 2,696 2,719 

別途積立金 76,500 76,500 

繰越利益剰余金 9,635 45,539 

利益剰余金合計 96,635 133,398 

自己株式 △8,119 △8,131 

株主資本合計 166,211 202,962 

評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額金 10,641 19,658 

評価・換算差額等合計 10,641 19,658 

純資産合計 176,853 222,621 

負債純資産合計 397,436 435,857 
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②【損益計算書】

    (単位：百万円) 

 
前事業年度 

(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

売上高 417,583 385,213 

売上原価 372,898 339,005 

売上総利益 44,685 46,208 

販売費及び一般管理費 ※２ 37,289 ※２ 36,881 

営業利益 7,395 9,327 

営業外収益    

受取利息及び配当金 22,083 38,975 

その他 2,598 2,577 

営業外収益合計 24,681 41,552 

営業外費用    

支払利息 1,058 874 

その他 3,431 3,350 

営業外費用合計 4,490 4,224 

経常利益 27,586 46,655 

特別利益    

投資有価証券売却益 － 2,851 

受取補償金 － ※３ 2,110 

権益譲渡益 － ※４ 792 

事業構造改善引当金戻入額 － ※５ 572 

関係会社清算益 183 － 

特別利益合計 183 6,326 

特別損失    

関係会社支援損 ※６ 2,660 ※６ 4,758 

関係会社株式評価損 12,717 1,373 

事業構造改善費用 ※７ 965 ※７ 1,003 

関係会社整理損 － ※８ 949 

固定資産処分損 － ※９ 385 

契約解除損失 － ※10 374 

環境対策引当金繰入額 － ※11 247 

たな卸資産廃棄損 － ※12 144 

関係会社事業損失引当金繰入額 6,482 － 

環境改善対策費用 ※13 448 － 

特別損失合計 23,274 9,236 

税引前当期純利益 4,495 43,744 

法人税、住民税及び事業税 413 831 

法人税等調整額 △1,041 55 

法人税等合計 △628 886 

当期純利益 5,123 42,857 
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

                  (単位：百万円) 

  株主資本 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

  

資本準備金 
その他資
本剰余金 

資本剰余
金合計 

利益準備金 

その他利益剰余金 

利益剰余
金合計   探鉱積立金 

固定資産
圧縮積立
金 

別途積立金 
繰越利益
剰余金 

当期首残高 41,970 35,668 56 35,724 6,999 2,636 2,765 76,500 8,247 97,148 

会計方針の変更
による累積的影
響額 

                △215 △215 

会計方針の変更を
反映した当期首残
高 

41,970 35,668 56 35,724 6,999 2,636 2,765 76,500 8,031 96,932 

当期変動額                     

剰余金の配当                 △5,420 △5,420 

当期純利益                 5,123 5,123 

固定資産圧縮積
立金の積立             32   △32 － 

固定資産圧縮積
立金の取崩             △100   100 － 

探鉱積立金の積
立           804     △804 － 

探鉱積立金の取
崩           △2,636     2,636 － 

自己株式の取得                     

自己株式の処分     0 0             
株主資本以外の
項目の当期変動
額（純額） 

                    

当期変動額合計 － － 0 0 － △1,831 △68 － 1,603 △296 

当期末残高 41,970 35,668 56 35,725 6,999 804 2,696 76,500 9,635 96,635 

 

         

  株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
  自己株式 株主資本合計 その他有価証券評価

差額金 

当期首残高 △8,094 166,748 8,204 174,953 

会計方針の変更
による累積的影
響額 

  △215   △215 

会計方針の変更を
反映した当期首残
高 

△8,094 166,533 8,204 174,737 

当期変動額         

剰余金の配当   △5,420   △5,420 

当期純利益   5,123   5,123 

固定資産圧縮積
立金の積立   －   － 

固定資産圧縮積
立金の取崩   －   － 

探鉱積立金の積
立   －   － 

探鉱積立金の取
崩   －   － 

自己株式の取得 △24 △24   △24 

自己株式の処分 0 0   0 

株主資本以外の
項目の当期変動
額（純額） 

    2,436 2,436 

当期変動額合計 △24 △321 2,436 2,115 

当期末残高 △8,119 166,211 10,641 176,853 
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当事業年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

                  (単位：百万円) 

  株主資本 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

  

資本準備金 その他資
本剰余金 

資本剰余
金合計 

利益準備金 

その他利益剰余金 

利益剰余
金合計   探鉱積立金 

固定資産
圧縮積立
金 

別途積立金 繰越利益
剰余金 

当期首残高 41,970 35,668 56 35,725 6,999 804 2,696 76,500 9,635 96,635 

会計方針の変更
による累積的影
響額 

                △223 △223 

会計方針の変更を
反映した当期首残
高 

41,970 35,668 56 35,725 6,999 804 2,696 76,500 9,411 96,412 

当期変動額                     

剰余金の配当                 △5,871 △5,871 

当期純利益                 42,857 42,857 

固定資産圧縮積
立金の積立             23   △23 － 

固定資産圧縮積
立金の取崩                     

探鉱積立金の積
立           834     △834 － 

探鉱積立金の取
崩                     

自己株式の取得                     

自己株式の処分     0 0             
株主資本以外の
項目の当期変動
額（純額） 

                    

当期変動額合計 － － 0 0 － 834 23 － 36,128 36,986 

当期末残高 41,970 35,668 56 35,725 6,999 1,639 2,719 76,500 45,539 133,398 

 

         

  株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
  自己株式 株主資本合計 

その他有価証券評価
差額金 

当期首残高 △8,119 166,211 10,641 176,853 

会計方針の変更
による累積的影
響額 

  △223   △223 

会計方針の変更を
反映した当期首残
高 

△8,119 165,988 10,641 176,629 

当期変動額         

剰余金の配当   △5,871   △5,871 

当期純利益   42,857   42,857 

固定資産圧縮積
立金の積立   －   － 

固定資産圧縮積
立金の取崩         

探鉱積立金の積
立   －   － 

探鉱積立金の取
崩         

自己株式の取得 △12 △12   △12 

自己株式の処分 0 0   0 

株主資本以外の
項目の当期変動
額（純額） 

    9,017 9,017 

当期変動額合計 △12 36,974 9,017 45,991 

当期末残高 △8,131 202,962 19,658 222,621 
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【注記事項】

（重要な会計方針）

1．有価証券の評価基準及び評価方法

①満期保有目的債券

償却原価法(定額法)を採用しております。

②子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。

③その他有価証券

時価のあるもの

主として決算日前一ヶ月間の市場価格等の平均に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定)を採用しております。

時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

 

2．デリバティブの評価基準

時価法によっております。

 

3．たな卸資産の評価基準及び評価方法

総平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)によっておりま

す。

 

4．固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産(リース資産を除く)

定額法を採用しております。

②無形固定資産(リース資産を除く)

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間(5年)に基づく定額法を採用しておりま

す。

③リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法を採用しております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年3月31日以前のリース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。
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5．引当金の計上基準

①貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金

従業員の賞与の支払いに備えて、賞与支給見込額の当事業年度負担額を計上しております。

③支払補償引当金

技術供与契約に基づく補償金の支払いに備えるため、必要と認められる金額を見積もり計上しております。

④事業構造改善引当金

不採算事業の構造改革に伴い発生が見込まれる損失に備えて、合理的な見積もり額を計上しております。

⑤退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上して

おります。

なお、当社は退職給付信託を設定しております。

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付

算定式基準によっております。 

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数(10年)による定額法により費用処理

しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数(10年)による定

率法で翌事業年度より費用処理しております。

⑥役員退職慰労引当金

役員及び執行役員の積立型退任時報酬制度による退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額

を計上しております。

⑦環境対策引当金

「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」によって、処理することが義務づけら

れているポリ塩化ビフェニル廃棄物の処理費用に充てるため、日本環境安全事業株式会社から公表されている処

理料金に基づき算出した処理費用及び運搬費用等の見込額を計上しております。

⑧関係会社事業損失引当金

関係会社の事業損失に備えるため、当該関係会社の財政状態等を勘案し、当社が負担すべき損失見込額を計上

しております。 

 

6．ヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

金利スワップについて特例処理の要件を満たしている場合は、特例処理を採用しております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

金利スワップは借入金に伴う金利取引をヘッジ対象としております。

③ヘッジ方針

デリバティブ取引の限度額を実需の範囲とする方針であり、投機目的によるデリバティブ取引は行わないこと

としております。

 

7．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

退職給付に係る会計処理

 退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の方法は、連結財務諸

表におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。 

 

消費税等の処理方法

税抜方式によっております。
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（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

 「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成27年３月26日。）

を、当事業年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を

期間定額基準から給付算定式基準へ変更、割引率の決定方法を平均残存勤務期間に基づく割引率から退職給付の

支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率へ変更しております。

 退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当事業年

度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を繰越利益剰余金に加減しており

ます。

 この結果、当事業年度の期首の繰越利益剰余金が223百万円減少しております。また、当事業年度の営業利益、

経常利益及び税引前当期純利益への影響は軽微であります。

 

（売上計上基準の変更）

 当社では、従来、出荷基準により売上高を計上しておりましたが、当事業年度より、検収基準に変更しており

ます。

 当社の売上計上基準を検討した結果、当社の売上計上基準を検収基準に変更することにより、会社の経済的実

態をより適切に反映できると判断いたしました。

 当該会計方針の変更は遡及適用され、前事業年度については遡及適用後の財務諸表となっております。

 この結果、遡及適用を行う前と比べて、前事業年度の営業利益は110百万円増加し、経常利益及び税引前当期純

利益はそれぞれ108百万円増加しております。また、前事業年度の期首の純資産に累積的影響額が反映されたこと

により、繰越利益剰余金の前期首残高は215百万円減少しております。

 なお、遡及適用を行う前と比べて、前事業年度の１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額は、それぞ

れ、0.53円、0.06円減少しております。
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（貸借対照表関係）

※１ 担保資産

 担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成26年３月31日）
当事業年度

（平成27年３月31日）

投資有価証券（注）1 46百万円 46百万円

関係会社株式（注）2 10,467 11,306

（前事業年度）

 （注）1 投資有価証券46百万円は水島エコワークス（株）の借入金の担保に供しております。

 （注）2 関係会社株式10,467百万円はBRUNEI METHANOL COMPANY SDN.BHD.の借入金の担保に供しております。

（当事業年度）

 （注）1 投資有価証券46百万円は水島エコワークス（株）の借入金の担保に供しております。

 （注）2 関係会社株式10,467百万円はBRUNEI METHANOL COMPANY SDN.BHD.の借入金の担保に、838百万円は

      湯沢地熱（株）の借入金の担保に供しております。

 

※２ 有形固定資産の取得価額から控除している収用等による圧縮記帳額は、次の通りであります。

 
前事業年度

（平成26年３月31日）
当事業年度

（平成27年３月31日）

建物 791百万円 791百万円

構築物 439 439

機械及び装置 452 449

工具、器具及び備品 20 20

計 1,705 1,701

 

３．偶発債務として次のとおり保証債務があります。

前事業年度 
（平成26年３月31日） 

当事業年度 
（平成27年３月31日） 

三菱瓦斯化学工程塑料（上海）有限

公司

20,610百万円 三菱瓦斯化学工程塑料（上海）有限

公司

19,990百万円

MGC ELECTROTECHNO(THAILAND)

CO.,LTD.

5,899 MGC ELECTROTECHNO(THAILAND)

CO.,LTD.

5,986

MGCファイナンス㈱ 5,000 MGCファイナンス㈱ 5,000

特胺菱天（南京）精細化工有限公司 1,808 特胺菱天（南京）精細化工有限公司 1,761

蘇州菱蘇過酸化物有限公司 1,811 蘇州菱蘇過酸化物有限公司 1,675

国華産業㈱ 1,100 国華産業㈱ 1,100

MGC ADVANCED POLYMERS,INC. 566 MGC ADVANCED POLYMERS,INC. 660

共同過酸化水素㈱ 600 共同過酸化水素㈱ 600

従業員 280 従業員 210

その他6社 834 その他4社 637

計 38,511 計 37,622

 

 

 ４ 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）は次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成26年３月31日）
当事業年度

（平成27年３月31日）

 短期金銭債権 88,290百万円 81,209百万円

 長期金銭債権 1,605 1,838

 短期金銭債務 40,518 41,276
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（損益計算書関係）

 １ 関係会社との取引高は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自 平成25年４月１日
  至 平成26年３月31日）

当事業年度
（自 平成26年４月１日

  至 平成27年３月31日）

営業取引による取引高    

 売上高 249,167百万円 231,415百万円

 仕入高 167,776 154,720

営業取引以外の取引による取引高 26,656 49,105

 

 ※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
 前事業年度 

（自 平成25年４月１日 
  至 平成26年３月31日） 

 当事業年度 
（自 平成26年４月１日 

  至 平成27年３月31日） 

輸送費 9,143百万円 8,893百万円 

倉庫費・荷役費 1,751 1,745 

給与 4,994 5,131 

賞与及び賞与引当金繰入額 2,324 2,447 

退職給付費用 957 717 

法定福利費・厚生費 1,958 2,046 

賃借料 876 779 

減価償却費 2,962 2,677 

研究用消耗品費 2,781 2,858 

外注作業費 1,740 1,490 

業務委託費 2,071 1,945 

探鉱費 672 22 

 販売費及び一般管理費のうち、販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度58％、当事業年度56%であ

り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は前事業年度42％、当事業年度44％であります。
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 ※３ 受取補償金の内容は次のとおりであります。 

前事業年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当事業年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

受取補償金                 －百万円 2,110百万円

 当事業年度の「受取補償金」は、関係会社の清算に伴い発生すると見込まれる費用負担に係る補償金でありま

す。

 

 ※４ 権益譲渡益の内容は次のとおりであります。

前事業年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当事業年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

権益譲渡益                 －百万円 792百万円

 当事業年度の「権益譲渡益」は、当社の一部事業に係る権益を売却したことによるものであります。

 

 ※５ 事業構造改善引当金戻入額の内容は次のとおりであります。

前事業年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当事業年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

事業構造改善引当金戻入額          －百万円 572百万円

 当事業年度の「事業構造改善引当金戻入額」は、不採算事業の構造改革に伴う損失見込額の見直しによるもので

あります。

 

 ※６ 関係会社支援損の内容は次のとおりであります。

前事業年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当事業年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

 関係会社支援損 2,660百万円   4,758百万円

 前事業年度の「関係会社支援損」は、海外関係会社の支援を目的に行った製品の購入及び国内子会社に対する債

権放棄によるものであります。

 

 当事業年度の「関係会社支援損」は、海外関係会社の支援を目的に行った製品の購入及び国内子会社に対する債

権放棄によるものであります。

 

 ※７ 事業構造改善費用の内容は次のとおりであります。

前事業年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当事業年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

事業構造改善費用              965百万円 1,003百万円

 

前事業年度の「事業構造改善費用」は、当社グループで進めている芳香族化学品事業、天然ガス系化学品事業の

不採算事業の構造改革に伴う費用であります。事業構造改善費用の内訳は、減損損失759百万円、事業構造改善引当

金繰入額188百万円、その他の損失17百万円であります。

 

当事業年度の「事業構造改善費用」は、当社グループで進めている芳香族化学品事業、天然ガス系化学品事業の

不採算事業の構造改革に伴う費用であります。事業構造改善費用の内訳は、事業構造改善引当金繰入額446百万円、

減損損失414百万円、その他の損失141百万円であります。
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 ※８ 関係会社整理損の内容は次のとおりであります。 

前事業年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当事業年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

関係会社整理損                －百万円 949百万円

 当事業年度の「関係会社整理損」は、関係会社の清算に伴い発生する損失に係るものであります。 

 

 ※９ 固定資産処分損の内容は次のとおりであります。 

前事業年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当事業年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

固定資産処分損               －百万円 385百万円

 当事業年度の「固定資産処分損」は、製造設備の処分によるものであります。

 

 ※10 契約解除損失の内容は次のとおりであります。

前事業年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当事業年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

契約解除損失                 －百万円 374百万円

 当事業年度の「契約解除損失」は、仕入製品の購入に係る契約解除に係るものであります。

 

 ※11 環境対策引当金繰入額は次のとおりであります。

前事業年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当事業年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

環境対策引当金繰入額            －百万円 247百万円

 当事業年度の「環境対策引当金繰入額」は、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の処理費用及び運搬費用等に係るもので

あります。

 

 ※12 たな卸資産廃棄損は次のとおりであります。

前事業年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当事業年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

たな卸資産廃棄損              －百万円 144百万円

 当事業年度の「たな卸資産廃棄損」は、損害賠償の基因となったたな卸資産の損害に係るものであります。

 

 ※13 環境改善対策費用の内容は次のとおりであります。

前事業年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当事業年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

環境改善対策費用 448百万円   －百万円

 前事業年度の「環境改善対策費用」は、主として事業所用地の環境対策に係るものであります。
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（有価証券関係）

子会社株式及び関連会社株式

前事業年度（平成26年３月31日）

区分
貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

子会社株式 － － －

関連会社株式 3,475 20,988 17,512

合計 3,475 20,988 17,512

 

当事業年度（平成27年３月31日）

区分
貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

子会社株式 10,844 37,248 26,403

関連会社株式 222 917 694

合計 11,067 38,166 27,098

 

（注）時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式の貸借対照表計上額

（単位：百万円）
 

区分
前事業年度

（平成26年３月31日）
当事業年度

（平成27年３月31日）

子会社株式 14,911 25,368

関連会社株式 28,642 28,046

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「子会社

株式及び関連会社株式」には含めておりません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（平成26年３月31日）
 

当事業年度
（平成27年３月31日）

繰延税金資産     
税務上の繰越欠損金 13,540百万円  9,976百万円
退職給付引当金 6,230   5,931
貸倒引当金 1,208   1,077
投資簿価修正 1,764   2,205
減価償却費 93   65
減損損失 1,795   1,359
関係会社株式評価損 7,727   9,191
投資有価証券評価損 1,295   1,173
賞与引当金 885   867
関係会社事業損失引当金 2,310   -
資産除去債務 1,258   1,203
その他 2,197   2,436

繰延税金資産小計 40,307   35,487
評価性引当額 △36,082   △31,541
繰延税金資産合計 4,225   3,946
繰延税金負債      
退職給付信託設定益 △1,794   △1,481
固定資産圧縮積立金 △1,493   △1,301
その他有価証券評価差額金 △5,846   △8,668
探鉱準備金 △322   △619
資産除去債務に対応する除去費用 △390   △376
その他 △42   △39

繰延税金負債合計 △9,890   △12,488
繰延税金資産の純額 △5,664   △8,542

 
（注）「会計方針の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より売上計上基準を変更しており、前連結会計年度の数値
は遡及適用後の数値となっております。

 
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった
主要な項目別の内訳

 
前事業年度

（平成26年３月31日）
 

当事業年度
（平成27年３月31日）

法定実効税率 38.0％   35.6％
（調整）      
交際費等永久に損金に算入されない項目 14.1   1.6
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △180.0   △30.6
住民税均等割 0.8   0.1
外国税関係 10.2   1.2
新鉱床探鉱費特別控除 △5.6   -
投資簿価修正 △12.6   △1.5
評価性引当額の変動 135.2   △4.7
事業税非課税所得 △12.6   △0.9
税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 5.9   △0.1
その他 △7.4   1.3

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △14.0   2.0

 
（注）「会計方針の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より売上計上基準を変更しており、前連結会計年度の数値
は遡及適用後の数値となっております。

 
３．法人税等の税率の変更等による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
  「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第9号）及び「地方税法等の一部を改正する法律」（平成27年
法律第2号）が平成27年3月31日に公布されたことに伴い、平成27年4月1日以後に開始する事業年度から法人税率等の
引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率
は従来の35.6％から平成27年4月1日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異等については33.1％に、平成28
年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異等については、32.3％となります。

  この税率変更により、繰延税金負債の金額（繰延税金資産の金額を控除した金額）が941百万円、法人税等調整額が
57百万円、それぞれ減少し、その他有価証券評価差額金は884百万円増加しております。

  また、欠損金の繰越控除制度が平成27年4月1日以後に開始する事業年度から繰越控除前の所得の金額の100分の65相
当額に、平成29年4月1日以後に開始する事業年度から繰越控除前の所得の金額の100分の50相当額に控除限度額が改正
されたことに伴い、繰延税金資産の額は102百万円減少し、法人税等調整額は102百万円増加しております。
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（重要な後発事象）

自己株式の取得 

 当社は、平成27年５月26日開催の取締役会において、会社法第459条第１項の規定による定款の定めに基づき、

自己株式を取得することを決議いたしました。

（１）理由 

株主還元の充実、資本効率の向上及び機動的な資本政策を遂行するため

（２）取得する株式の種類 

普通株式

（３）取得する株式の数 

10,000,000株（上限）

（４）株式取得価額の総額 

9,000百万円（上限）

（５）自己株式取得の日程 

平成27年５月27日から平成27年７月31日まで

（６）取得方法 

市場買付 

 

  なお、上記取締役会決議に基づき、次のとおり自己株式の取得を実施し、終了いたしました。

（１）取得した株式の種類 

普通株式

（２）取得した株式の数 

10,000,000株

（３）株式取得価額の総額 

7,423百万円

（４）取得期間 

平成27年５月27日から平成27年６月12日まで

（５）取得方法 

市場買付
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④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

                                       （単位：百万円）

区分 資産の種類
当期首残

高

当期増加
額
 

当期減少
額

当期償却
額

当期末
残高

減価償却
累計額

有形固定

資産
建物 20,908 1,400

123

(10)
1,307 20,877 25,296

 

構築物 11,193 1,289
63

(18)
946 11,473 30,064

機械及び装置 33,459 9,476
594

(383)
8,168 34,172 214,816

車両運搬具 37 14 0 30 21 1,018

工具、器具及び備品 3,584 1,125
9

(0)
1,330 3,370 18,005

土地 18,179 728 － － 18,907 －

リース資産 64 30 － 30 64 144

建設仮勘定 6,145 14,936 14,154 － 6,928 －

計 93,573 29,002
14,945

(413)
11,814 95,816 289,345

無形固定

資産
のれん 2 － － 0 1 －

 

特許権 6 － － 2 3 －

ソフトウエア 831 206
1

(0)
368 667 －

その他 127 － － 20 107 －

計 967 206
1

(0)
391 780 －

（注）１．「当期減少額」欄の（ ）内は内書きで、減損損失の計上額であります。

   ２．「当期増加額」のうち主なものは次のとおりであります。

        土地     水島工場土地他    726百万円

        機械及び装置 水島工場製造設備他 3,766百万円、新潟工場製造設備他 1,487百万円

        建設仮勘定  水島工場製造設備他 3,483百万円、新潟工場製造設備他 3,313百万円
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【引当金明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金（注）1 3,390 962 869 225 3,258

賞与引当金 2,484 2,620 2,484 － 2,620

支払補償引当金（注）２ 50 － 37 12 －

事業構造改善引当金（注）３ 717 1,747 146 403 1,914

関係会社事業損失引当金

（注）４
6,482 － － 6,482 －

役員退職慰労引当金（注）５ 119 158 － 158 119

環境対策引当金（注）６ 341 287 91 18 519

（注）１.貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、回収不能額の見直し等によるものであります。

   ２.支払補償引当金の「当期減少額（その他）」は、支払補償金の見積もり超過額を取り崩したものであります。

   ３.事業構造改善引当金の「当期減少額(その他)」は、構造改善費用の見積もりの見直し等によるものでありま

す。

   ４．関係会社事業損失引当金の「当期減少額（その他）」は、関係会社の債務超過が解消された事によるものであ

ります。 

   ５.役員退職慰労引当金の「当期減少額（その他）」は、積立型退任時報酬制度により、長期未払金に振替えたも

のであります。

   ６.環境対策引当金の「当期減少額(その他)」は、環境対策費用の見積もりの見直しによるものであります。

 

 

（２）【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

 

（３）【その他】

該当事項はありません。

- 114 -

2015/06/23 19:00:35／H4074205_三菱ガス化学株式会社_有価証券報告書（通常方式）



第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
９月30日

３月31日

１単元の株式数 1,000株

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱UFJ信託銀行株式会社

単元未満株式の買取り・買増し

買取・買増手数料
無料

公告掲載方法

電子公告により行います。やむを得ない事由により電子公告によることが

できない場合は、東京都において発行する日本経済新聞に掲載する方法に

より行います。

公告掲載URL   http://www.mgc.co.jp/ir/public_notices/

株主に対する特典 なし

（注）１．当社は、単元未満株式の買増制度を導入しております。

２．当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、取得請求権付株式の取

得を請求する権利、募集株式又は募集新株予約権の割当てを受ける権利及び単元未満株式の買増しを請求す

る権利以外の権利を行使することができません。

- 115 -

2015/06/23 19:00:35／H4074205_三菱ガス化学株式会社_有価証券報告書（通常方式）



第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

 当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

（１） 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第87期）（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）平成26年６月25日関東財務局長に提出

（２） 内部統制報告書及びその添付書類

平成26年６月25日関東財務局長に提出

（３） 四半期報告書及び確認書

（第88期第１四半期）（自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日）平成26年８月８日関東財務局長に提出

（第88期第２四半期）（自 平成26年７月１日 至 平成26年９月30日）平成26年11月11日関東財務局長に提出

（第88期第３四半期）（自 平成26年10月１日 至 平成26年12月31日）平成27年２月10日関東財務局長に提出

（４） 訂正発行登録書

平成26年６月25日関東財務局長に提出

平成26年６月27日関東財務局長に提出

平成26年８月８日関東財務局長に提出

平成26年11月11日関東財務局長に提出

平成27年１月16日関東財務局長に提出

平成27年２月10日関東財務局長に提出

平成27年３月10日関東財務局長に提出

（５） 臨時報告書

   平成26年６月27日関東財務局長に提出

    企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２(株主総会における議決権行使の結果)に基づく臨時

報告書であります。

   平成27年１月16日関東財務局長に提出

    企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異動）に基づく臨時報告書であります。

   平成27年３月10日関東財務局長に提出

    企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異動）に基づく臨時報告書であります。

 

（６） 自己株券買付状況報告書

   平成27年６月10日関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書 

 

三菱瓦斯化学株式会社      

 

  取締役会 御中  

 

  平成２７年６月２５日  

 

  東陽監査法人  

 

 
指定社員

業務執行社員
  公認会計士 吉田 光一郎印 

 

 
指定社員

業務執行社員
  公認会計士 中塩 信一 印 

 

 
指定社員

業務執行社員
  公認会計士 米林 喜一 印 

 

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて
いる三菱瓦斯化学株式会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連
結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連
結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。 

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正
に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するため
に経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する
ことにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基
準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定
し、これに基づき監査を実施することを求めている。 

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、
当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用さ
れる。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評
価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統
制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評
価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。 

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

 

監査意見

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、三
菱瓦斯化学株式会社及び連結子会社の平成27年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営
成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 

強調事項 

会計方針の変更に記載されているとおり、会社及び国内連結子会社は、従来、主として出荷基準により売上高を計上
していたが、当連結会計年度より、主として検収基準に変更している。 

当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。 
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、三菱瓦斯化学株式会社の平成
27年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。 

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告
に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。 

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ
る。 

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見
を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基
準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚
偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施するこ
とを求めている。 

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手する
ための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要
性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結
果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。 

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

 

監査意見

当監査法人は、三菱瓦斯化学株式会社が平成27年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上
記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、
財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
 

以 上

（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書 

 

三菱瓦斯化学株式会社      

 

  取締役会 御中  

 

  平成２７年６月２５日  

  東陽監査法人  

 

 
指定社員

業務執行社員
公認会計士 吉田 光一郎印 

 

 
指定社員

業務執行社員
公認会計士 中塩 信一 印 

 

 
指定社員

業務執行社員
公認会計士 米林 喜一 印 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて
いる三菱瓦斯化学株式会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第88期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借
対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。 
 
財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表
示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者
が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
 
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること
にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準
は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、こ
れに基づき監査を実施することを求めている。 

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監
査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財
務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施
に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討す
る。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全
体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。 

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 
 
監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、三菱瓦
斯化学株式会社の平成27年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点に
おいて適正に表示しているものと認める。 

 

強調事項
会計方針の変更に記載されているとおり、会社は、従来、出荷基準により売上高を計上していたが、当事業年度よ

り、検収基準に変更している。
当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。
 

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
 

以 上

（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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【表紙】
 

【提出書類】 内部統制報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の４第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成27年６月25日 

【会社名】 三菱瓦斯化学株式会社 

【英訳名】 MITSUBISHI GAS CHEMICAL COMPANY,INC. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  倉井 敏磨 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 東京都千代田区丸の内二丁目５番２号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 
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１【財務報告に係る内部統制の基本的枠組みに関する事項】

代表取締役社長倉井敏磨は、当社の財務報告に係る内部統制の整備及び運用に責任を有しており、企業会計審議

会の公表した「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準並びに財務報告に係る内部統制の評価及び監査に関す

る実施基準の改訂について（意見書）」に示されている内部統制の基本的枠組みに準拠して財務報告に係る内部統制

を整備及び運用しております。 

なお、内部統制は、内部統制の各基本的要素が有機的に結びつき、一体となって機能することで、その目的を合

理的な範囲で達成しようとするものであります。このため、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を

完全には防止又は発見することができない可能性があります。 

 

２【評価の範囲、基準日及び評価手続に関する事項】

財務報告に係る内部統制の評価は、当事業年度の末日である平成27年3月31日を基準日として行われており、評価

に当たっては、一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠いたしました。 

本評価においては、連結ベースでの財務報告全体に重要な影響を及ぼす内部統制（全社的な内部統制）の評価を行

った上で、その結果を踏まえて、評価対象とする業務プロセスを選定しております。当該業務プロセスの評価におい

ては、選定された業務プロセスを分析した上で、財務報告の信頼性に重要な影響を及ぼす統制上の要点を識別し、当

該統制上の要点について整備及び運用状況を評価することによって、内部統制の有効性に関する評価を行いました。 

財務報告に係る内部統制の評価の範囲は、当社並びに連結子会社及び持分法適用会社について、財務報告の信頼性

に及ぼす影響の重要性の観点から必要な範囲を決定いたしました。財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性は、金額

的及び質的影響の重要性を考慮して決定しており、全社的な内部統制の評価については、重要性の観点から僅少であ

ると判断した事業拠点を除いた当社並びに連結子会社及び持分法適用会社を評価範囲とし、その評価結果を踏まえ、

業務プロセスに係る内部統制の評価範囲を合理的に決定いたしました。 

業務プロセスに係る内部統制の評価範囲については、各事業拠点の直近数年の連結会計年度の売上高（連結会社間

取引消去後）の金額が高い拠点から合算していき、当該連結売上高の概ね２／３に達している当社、及び4事業拠点

に加え、質的に重要な7事業拠点を「重要な事業拠点」といたしました。選定した重要な事業拠点においては、企業

の事業目的に大きく関わる勘定科目として売上高、売掛金及びたな卸資産等に至る業務プロセスを評価の対象といた

しました。さらに、選定した重要な事業拠点にかかわらず、それ以外の事業拠点をも含めた範囲について、重要な虚

偽記載の発生可能性が高く、見積りや予測を伴う重要な勘定科目に係る業務プロセスやリスクが大きい取引を行って

いる事業又は業務に係る業務プロセスを財務報告への影響を勘案して重要性の大きい業務プロセスとして評価対象に

追加しております。 

 

３【評価結果に関する事項】

上記の評価の結果、当事業年度末日時点において、当社の財務報告に係る内部統制は有効であると判断いたしまし

た。 

 

４【付記事項】

該当事項はありません。 

 

５【特記事項】

 該当事項はありません。 
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